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事業名 
重要物流道路  

都市計画道路 焼津
や い づ

広
ひろ

幡
はた

線（越後
え ち ご

島
しま

工区） 

事業 

区分 
街路 

事業 

主体 
静岡県 

起終点  自：静岡県焼津市八
や い づ し や

楠
ぐす

四丁目  至：静岡県焼津市
や い づ し

越後
え ち ご

島
しま

 延長 0．9km 

事業概要  

本路線は国道150号を経由し、清水港と東名高速道路焼津IC及び新東名高速道路藤枝岡部ICなどをアクセ

スしている主要な幹線道路であり、この利便性を活かして、当地域の産業や他地域との交流に大きく寄与

することが期待されている。 

当路線の中で4車線化が完了していない焼津IC付近から藤枝市境までの約0．9kmについては、混雑度が高

く、激しい渋滞が発生している。このため、現況の2車線から4車線に拡幅改良し、交通の円滑化や幹線道

路のネットワーク強化を図っていく。 

Ｈ28年度事業化 S29年度都市計画決定 

（最終変更Ｈ27年度） 

Ｈ28年度用地着手 Ｈ31年度工事着手 

全体事業費 約83億円 事業進捗率 約48％ 供用済延長 － km 

計画交通量     17,400台／日 

費用対効果 Ｂ／Ｃ  総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年  

（事業全体） 1.2 

 

（残 事 業） 3.5 

28/77億円     

事 業 費：27/77億円 

維持管理費：0.34/0.34億円 

更 新 費：   0/0億円 

98/98億円   

走行時間短縮便益：92/92億円 

走行経費減少便益：5.5/5.5億円 

交通事故減少便益：0.88/0.88億円 

 

令和４年 

感度分析の結果  

（事業全体）交 通 量：B/C=1.1～1.4（交 通 量±10%） （残事業）交 通 量：B/C=3.2～3.9（交 通 量±10%） 

          事 業 費：B/C=1.2～1.3（事 業 費±10%）          事 業 費：B/C=3.2～4.0（事 業 費±10%） 

          事業期間：B/C=1.2～1.3（事業期間±20%）          事業期間：B/C=3.5～3.7（事業期間±20%） 

事業の効果等  

〈円滑なモビリティの確保について〉 

・新東名高速道路藤枝岡部ＩＣから東名高速道路焼津ＩＣへのアクセス向上が見込まれる。 

〈物流効率化の支援について〉 

・清水港へのアクセス向上が見込まれる。 

〈国土・地域ネットワークの構築について〉 

・日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる。 

〈歩行者･自転車のための生活空間の形成について〉 

・当該区間の歩行者・自転車の通行の快適・安全性の向上が期待できる。 

〈安全で安心できるくらしの確保について〉 

・二次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。（焼津市立総合病院） 

・三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。（静岡県立総合病院） 

〈安全な生活、環境の確保について〉 

・歩道の設置、中央分離帯の設置により、当該区間の安全性の向上が期待できる。 

〈地球環境の保全について〉 

・対象道路の整備により、当該道路の渋滞が緩和され、自動車からのアイドリング等によるCO2排出量が削

減される。 

〈生活環境の改善・保全について〉 

・対象道路の整備により、当該道路の渋滞が緩和され、現道等における自動車からのアイドリング等によ

るNO2排出量やSPM排出量が削減される。 

 

 

 

 



関係する地方公共団体等の意見  

・「主要地方道焼津森線 道路整備促進期成同盟会」より計画的な事業促進が図られるよう要望（令和 4 年

10 月）を受けている。 

 

事業評価監視委員会の意見  

事業を継続するのが妥当である。 

事業採択時より再評価実施までの周辺環境変化等  

  周辺環境等に特に変化はない。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

用地取得率約56％、事業進捗率約48％  

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

  用地取得と並行しながら施工可能な部分の工事を進めていく。 

施設の構造や工法の変更等  

  建設発生土を有効活用するとともに、維持管理費の縮減に努めていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

事業の必要性、重要性は変化なく、費用対効果の投資効果も確保されているため。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価値を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳と一致しないことがある。 

静岡県 

事業箇所 


